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1. 令和4年3月期第3四半期の連結業績（令和3年4月1日～令和3年12月31日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

4年3月期第3四半期 16,762 4.3 561 14.2 742 27.4 428 122.6

3年3月期第3四半期 16,074 4.2 491 △9.2 582 △17.3 192 △52.6

（注）包括利益 4年3月期第3四半期　　113百万円 （△80.8％） 3年3月期第3四半期　　590百万円 （8.8％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

4年3月期第3四半期 18.69 ―

3年3月期第3四半期 7.62 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

4年3月期第3四半期 31,047 21,732 70.0 974.92

3年3月期 30,857 22,637 73.4 956.43

（参考）自己資本 4年3月期第3四半期 21,732百万円 3年3月期 22,637百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

3年3月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00

4年3月期 ― 0.00 ―

4年3月期（予想） 10.00 10.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 令和 4年 3月期の連結業績予想（令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 22,000 △3.7 670 17.8 770 3.4 220 3.1 9.68

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 4年3月期3Q 30,846,400 株 3年3月期 30,846,400 株

② 期末自己株式数 4年3月期3Q 8,554,369 株 3年3月期 7,178,133 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 4年3月期3Q 22,943,589 株 3年3月期3Q 25,280,513 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

(将来に関する記述等についてのご注意）

当社は、令和３年11月15日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得
に係る事項について決議いたしました。これにより、令和４年３月期の連結業績予想における１株当たり当期純利益につきましては、当該自己株式の影響を考
慮して計算しております。

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の
業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項については、四半期決算短信【添付資料】Ｐ．２「（３）連結業績予想などの将来予測情
報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症に対するワクチン接種が進展し、

感染が一旦は沈静化したものの、新たな変異株による感染再拡大により、今後の見通しは予想できません。加え

て、原油価格の高騰や供給量不足による物価上昇など、依然として先行きは不透明な状況が続いております。

　この間、国内建設業界においては、新型コロナウイルス感染症の影響により、民間工事に一部発注の遅れがあっ

たものの、国土強靭化関連事業および防災減災事業などの公共工事は概ね堅調に推移しました。

　かかる中、当社グループは、中期経営計画（2020年度～2022年度）に基づいて、具体的な施策①「生産性を向上

させ絶対収益を追求する」、②「技術力の向上と技術の伝承」を、全社を挙げて取り組み、計画達成に向けて業績

の伸長に努めております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間業績としては、売上高167億62百万円(前年同期比６億88百万円の増)とな

りました。国内においては、一部で発注や施工開始時期の遅れ等がみられましたが、受注高および施工高は、全体

としてほぼ計画通りに推移しました。また、利益面においては、重機を中心とした機械化施工による生産性向上が

寄与し、計画を上回ることができました。

　一方、米国現地法人においては、自然災害や新型コロナウイルス感染症による施工中断により、工事収支が悪化

したものの、間接経費やヤード費用の削減と人員見直しを行い、営業利益面では期初計画を維持しています。

　これらの結果から、グル－プ全体としては、営業利益５億61百万円(前年同四半期は４億91百万円の利益)と経常

利益７億42百万円(前年同四半期は５億82百万円の利益)を確保し、親会社株主に帰属する四半期純利益は４億28百

万円(前年同四半期は１億92百万円の純利益)となりました。

（２）財政状態に関する説明

　（資産）

　当第３四半期連結会計期間末の総資産の残高は、前連結会計年度末に比べて１億90百万円増加し、310億47百万

円となりました。その主な要因といたしまして、未成工事支出金が減少しましたが、受取手形・完成工事未収入金

等が増加したこと等によるものです。

　（負債）

　負債の残高は、前連結会計年度末に比べて10億94百万円増加し、93億14百万円となりました。その主な要因とい

たしまして、短期借入金が増加したこと等によるものです。

　（純資産）

　純資産の残高は、前連結会計年度末に比べて９億５百万円減少し、217億32百万円となりました。その主な要因

といたしまして、自己株式が増加(純資産は減少）したこと等によるものです。

　この結果、当第３四半期連結会計期間末の自己資本比率は70.0％となり、前連結会計年度末と比べて3.4ポイン

トの低下となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　現時点においては、令和３年５月14日に公表いたしました通期の業績予想に変更はありません。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(令和３年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(令和３年12月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 5,034,299 5,616,481

受取手形・完成工事未収入金等 6,414,509 7,675,761

有価証券 732,088 437,028

未成工事支出金 1,213,697 172,568

材料貯蔵品 81,872 88,215

その他 664,035 1,038,821

貸倒引当金 △9,000 △11,000

流動資産合計 14,131,503 15,017,878

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 4,518,643 4,371,054

土地 4,472,656 4,438,801

建設仮勘定 7,480 11,000

その他（純額） 2,296,885 2,429,338

有形固定資産合計 11,295,665 11,250,193

無形固定資産 93,006 121,945

投資その他の資産

投資有価証券 4,862,446 4,186,554

その他 475,045 471,254

貸倒引当金 △218 △218

投資その他の資産合計 5,337,273 4,657,590

固定資産合計 16,725,945 16,029,729

資産合計 30,857,449 31,047,608

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 3,752,512 4,347,511

短期借入金 1,000,000 2,500,000

未払法人税等 304,467 182,944

未成工事受入金 575,841 166,222

完成工事補償引当金 1,000 1,000

賞与引当金 365,400 285,400

工事損失引当金 41,800 43,771

その他 1,026,418 762,279

流動負債合計 7,067,440 8,289,130

固定負債

契約損失引当金 182,778 197,610

その他 970,229 827,935

固定負債合計 1,153,007 1,025,546

負債合計 8,220,447 9,314,676

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
(令和３年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(令和３年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,907,978 5,907,978

資本剰余金 5,512,143 5,514,689

利益剰余金 13,114,083 13,247,788

自己株式 △2,942,550 △3,713,826

株主資本合計 21,591,655 20,956,629

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,953,687 1,629,487

土地再評価差額金 △750,069 △703,294

為替換算調整勘定 △203,071 △183,359

退職給付に係る調整累計額 44,801 33,468

その他の包括利益累計額合計 1,045,346 776,301

純資産合計 22,637,001 21,732,931

負債純資産合計 30,857,449 31,047,608
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　令和２年４月１日

　至　令和２年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　令和３年４月１日
　至　令和３年12月31日)

売上高

完成工事高 16,074,879 16,762,590

売上原価

完成工事原価 13,795,794 14,250,371

売上総利益

完成工事総利益 2,279,084 2,512,219

販売費及び一般管理費 1,787,627 1,950,738

営業利益 491,457 561,481

営業外収益

受取利息 5,730 2,591

受取配当金 136,118 144,893

為替差益 － 9,912

その他 27,013 35,793

営業外収益合計 168,862 193,189

営業外費用

支払利息 1,154 3,392

為替差損 66,686 －

支払手数料 6,913 6,087

その他 2,756 2,947

営業外費用合計 77,511 12,428

経常利益 582,807 742,242

特別利益

固定資産売却益 － 32,285

投資有価証券売却益 － 62,005

その他 － 8,796

特別利益合計 － 103,088

特別損失

固定資産売却損 － 2,131

固定資産除却損 － 13,849

投資有価証券売却損 2,542 3,779

投資有価証券評価損 28,973 －

特別損失合計 31,515 19,760

税金等調整前四半期純利益 551,292 825,569

法人税等 358,643 396,712

四半期純利益 192,648 428,857

親会社株主に帰属する四半期純利益 192,648 428,857

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　令和２年４月１日

　至　令和２年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　令和３年４月１日
　至　令和３年12月31日)

四半期純利益 192,648 428,857

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 358,868 △324,199

為替換算調整勘定 25,033 19,712

退職給付に係る調整額 13,651 △11,333

その他の包括利益合計 397,553 △315,820

四半期包括利益 590,202 113,037

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 590,202 113,037

非支配株主に係る四半期包括利益 － －

（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用の計算については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によって

おります。ただし、見積実効税率を用いて計算すると著しく合理性を欠く場合には、法定実効税率を使用する方法

によっております。

（会計方針の変更）

　　（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　令和２年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これによ

り、工事収益に関して、将来は、進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準を、そ

の他の工事については工事完成基準を適用して収益を認識しておりましたが、原則として全ての工事について、履

行義務の充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。履行義務の充足に係る進

捗度の見積り方法は、主として発生原価に基づくインプット法によっております。また、履行義務の充足に係る進

捗度を合理的に見積ることができないが、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準により

収益を認識する方法に変更しております。なお、完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短

い工事契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した

時点で収益を認識しております。

　収益認識会計基準等の適用にあたっては、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期連結会計期間の期首において、会計方針の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。

この結果、利益剰余金の当期首残高は12,367千円減少しております。

　また、当第３四半期連結累計期間の売上高は1,336,851千円、売上原価は1,309,748千円それぞれ増加し、営業利

益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ27,103千円増加しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　令和元年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　令和元年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとする。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はあ

りません。
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